様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　1月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）こぼり　ひでき
                              （法人の場合）代表者の氏名　小堀　秀毅印
住所　〒100-0006
　　　　　　　　　　　東京都千代田区有楽町１丁目１番２号
法人番号5120001059606　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書(旭化成レポート)②新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”


	公表日
	1 2020年10月13日②2019年５月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書Ｐ18～19、Ｐ13に記載、ホームページにて公表(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/)新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”のＰ38に記載（https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/initiative/pdf/190529jpn.pdf）

	記載内容抜粋
	当社は、経営ビジョンを「世界の人びとの”いのち”と”くらし”に貢献する」と策定し、経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性としては、価値創造ストーリーとして価値創造モデルを示し、経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性を示し公表している。2019年に策定した新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”においては、ＤＸ推進の方向性を示して、積極的な推進を図っている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認を得た公表媒体に記載されている事項




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書(旭化成レポート)②新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”


	公表日
	1 2020年10月13日②2019年５月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書Ｐ18～19、Ｐ13に記載、ホームページにて公表(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/)②新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”の策定についてＰ38に記載、ホームページにて公表(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/initiative/pdf/190529jpn.pdf)

	記載内容抜粋
	経営ビジョンやビジネスモデルと実現するための戦略として「”Ｃｓ”による事業基盤の強化」を掲げ、重点テーマの頭文字を取った５つのＣを示し、公表している。その一つである”Ｃhallenge“具体的な取組を「ＤＸ推進による事業の高度化」とし、経営戦略の柱としている。また、DXを強力に推進するために、新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021”の中で、「デジタルトランスフォーメーションによる事業高度化」の重点テーマを掲げ、推進している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認を得た公表媒体に記載されている事項





　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書において、Ｐ40～Ｐ47に戦略推進のための体制・組織について、Ｐ24～27に人財の確保・育成について、Ｐ28～29に外部組織との関係構築・協業の方針を示す。特に、デジタルプロフェッショナル人財の拡充に関してはＰ13に記載、ホームページにて公表(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/)


	記載内容抜粋
	戦略推進のための体制・組織について(P40～47)、人財の確保・育成について(P24～27)外部組織との関係構築・協業について(P28～29)、デジタルプロフェッショナル人財の拡充について(P13)示している。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書(旭化成レポート)Ｐ１３にて、ＩＴシステム・デジタル技術活用環境の整備に向けた方策を示し、公表している(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/pdf/20jp.pdf)。また、新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021"P38でも方策と示し、公表している(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/initiative/pdf/190529jpn.pdf)


	記載内容抜粋
	旭化成のＤＸの取り組み(統合報告書P13)、デジタルトランスフォーメーションによる事業高度化(新中期経営計画”Ｃｓ+for Tomorrow2021"P38)



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 統合報告書(旭化成レポート)②デジタル共創ラボ「CoCo-CAFE」オープンについて：旭化成グループＤＸ推進ロードマップ


	公表日
	1 2020年10月13日②2021年1月５日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	■統合報告書P13(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/pdf/20jp.pdf、ホームページにて公表) ■デジタル共創ラボ「CoCo-CAFE」オープンについて：旭化成グループＤＸ推進ロードマップについて記載(https://www.asahi-kasei.com/jp/news/2020/ze210105_2.html：ホームページに公表)



	記載内容抜粋
	■設定している様々なＫＰＩの内、特にデジタル人財確保に関しては、社外に公表して推進を図っている。デジタルプロフェッショナル人財を拡充し、2021年度末までに150名体制に。デジタル系エンジニアによるオープンイノベーション拠点設立(2020年度末予定)■ＤＸ推進ロードマップを公表し、ＤＸ推進のマイルストーンを決め、推進している。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2020年10月13日


	発信方法
	統合報告書(P6～P13)にて発信、発信方法ホームページ(https://www.asahi-kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/pdf/20jp.pdf)


	発信内容
	“Challenge“では、「ニューノーマル」によるビジネス変革を実現するＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)に積極的に取り組み、「多様性」を生かした事業高度化を進めたいと考えております。当社グループがＤＸを活用できるシーンは、研究開発、生産、品質管理、設備保全、マーケティング、事業戦略、新事業の創出など幅広くあります。デジタル人財の育成やＤＸを推進する場・空間の提供に加えて、私たち自身の意識も変革しながら、ＤＸの取り組みをステージアップしていきます。(統合報告書P12抜粋)



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年4月頃　～2020年9月頃


	実施内容
	[bookmark: _GoBack]毎年、情報システムにおける現状と課題把握・分析を実施し、本内容は「ＩＴアニュアルレポート」として集約し、経営層で共有し改善活動を継続している。また、外部調査会社等に当社の情報処理システムに関する調査分析・助言を依頼し、客観的な外部の視点での課題の把握を積極的に実施し、改善につなげている。また、デジタルガバナンスコードの視点等でも課題の洗い出しを行い、次の施策実行に向けてプロジェクトが進行している。認識している重要課題については、社外にも積極的に公表し、様々なステークホルダーの皆様の理解を深めることに注力している。経営者が中心となり、デジタル技術に係る動向の把握しつつ、自社の課題を認識しながら、ＤＸ推進の重点施策の実行につなげている。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2016年7月頃　～2021年9月頃


	実施内容
	グループ情報セキュリティ規則・グループ情報セキュリティ細則に基づき、サイバーセキュリティに関する対策を実施している。具体的には、エージェントソフトを国内外のＰＣとサーバーに自動配信開始し、他社のセキュリティインシデントも踏まえ、適宜バージョンアップし以降、EDR・SIEMを適宜毎年導入し、現在SDNに移行を開始するなどの対策を実施している。情報安全確保支援士は２名在籍している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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様式 第 １６（第４０条関係）（第一面 から第三 面まで）    

認定申請書     申請年月日     2021 年   1 月   12 日          経済産業大臣   殿   （ふりがな）                                    一般事業主の氏名又は名称     （ふりがな） こぼり   ひでき                                  （法人の場合）代表者の氏名   小堀   秀毅 印   住 所   〒 100 - 0006               東京都千代田区有楽町１丁目１番２号   法人番号 5120001059606                                                   情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請し ます。  

記   情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況       ( 1 )  企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定  

公表媒体（文書等）の 名称  ①   統合報告書 ( 旭化成レポート ) ② 新中期経営計画”Ｃ ｓ +for  Tomorrow2021 ”    

公表日  ①   2020 年 10 月 13 日 ② 2019 年５月 2 9 日  

公表方法・公表場所・ 記載箇所・ページ  統合報告書 Ｐ 1 8 ～ 1 9 、Ｐ 13 に 記載、ホームページにて公 表 ( https://www.asahi - kasei.com/jp/ir/library/asahikasei_report/ ) 新中期経 営計画”Ｃｓ +for Tomorrow2021 ”のＰ 38 に記載 （ https://www.asahi - kasei.com/jp/ir/library/initiative/pdf/190529jpn.pd f ）  

記載内容抜粋  当社は、経営ビジョンを「世界の人びとの”いのち”と ”くらし”に貢献する」と策定し、経営ビジョンを実現 するためのビジネスモデルの方向性としては、価値創造 ストーリーとして価値創造モデルを示し、経営ビジョン を実現するためのビジネスモデルの方向性を示し公表し ている。 2 019 年に策定した 新中期経営計画”Ｃｓ +for  Tomorrow2021 ” においては、ＤＸ推進の方向性を示して 、積極的な推進を図っている。  

意思決定機関の決定に 基づいていることの説 明  機関承認 を得た公表媒体に記載されている事項    

  ( 2 )  企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定  

公表媒体（文書等）の 名称  ①   統合報告書 ( 旭化成レポート ) ②新中期経営計画” Ｃｓ +for Tomorrow2021 ”    

